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2024年度 通期 決算説明会 質疑応答要約 
 
 全体 
Q）2024 年度第 4 四半期の売上収益・事業セグメント利益について、社内計画に対する達成度
は。 
A）計画に対し、売上収益は全社で約 15 億円の上振れとなったが、為替のプラス影響が約 40 億円
あったため、実質約 20億円の下振れとなった。事業ごとでは、P&S、マシナリー事業が下振れた一方、ド
ミノ事業が上振れた。 
事業セグメント利益については、全社で約 20 億円の下振れとなった。事業ごとでは、P&S、マシナリー事
が下振れた一方、P&H、ドミノ事業が上振れた。 
 
Q）2024年度第 4四半期に、マシナリー・ニッセイ事業の営業利益が赤字となった要因は。 
A）マシナリー事業については、粗利率が低下したことに加え、経費が第 4 四半期に集中したため。ニッ
セイ事業については、一部固定資産の減損損失を計上したことが要因。 
 
Q）米国関税政策のマイナス影響に対する挽回策について、事業別の内訳は。また、値上げや販売
数量減少はどの程度見込んでいるのか。 
A）事業別の内訳は非開示とさせていただいているが、売上規模の大きい P&S事業が多くを占める。挽
回策の半分強を値上げで行うことを想定している。 
P&S 事業については、米国の取引先に値上げの通達は実施済みだが、値上げ幅や値上げのタイミング
についての詳細は控えさせていただきたい。販売数量の減少については、米国における影響は一定程度
織り込んでいるが、世界的な市況悪化につながった場合のリスクは現時点では予想が難しく、第 1 四半
期決算発表に向けて見直しをかけていきたい。 
 
Q）関税負担の増加額のうち、中国から出荷している製品の割合は。 
A）P&S 事業を中心に、当社はベトナムやフィリピンに主要な生産拠点があり、中国で生産する製品は
少ない。とはいえ、中国の関税率が高いため、一定の影響は生じる。内訳については回答を控えさせてい
ただきたい。 
 
Q）中国から他国へ生産移管を進めれば、影響を軽減できるのではないか。 
A）中国の関税が高い場合に、中国からの生産移管が進めば影響は軽減されるが、中長期的な見地
から最適な生産地を検討している。 
 
 P&S事業 
Q）2024年度第4四半期が、売上収益・事業セグメント利益ともに予想を大きく下回った背景は。 
A）売上・利益ともに、欧州における消耗品の値上げ前駆け込み需要の反動減が想定より大きかったこ
とが最大の要因。また、米国の販売チャネルにおいて、一部在庫調整の動きもあった。ただ、セルアウトは
セルインを上回って順調に推移しており、一時的な落ち込みと捉えている。 
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Q）レーザー・インクジェットそれぞれ、製品本体・消耗品ごとの 2025 年度の売上伸長率をどのよう
に想定しているか。 
A）現時点では見通しを立てるのが難しい状況だが、製品本体については、現地通貨ベースで対前年
＋5％、消耗品については＋2％を想定している。製品本体は、インクジェットを中心に伸ばしていく。 
 
 インダストリアル・プリンティング事業 
Q）2025年度の事業セグメント利益が大きく減益になることを見込んでいる背景は。 
A）US ドル・英ポンドなどの為替のマイナス影響に加え、米国関税政策の影響を織り込んでいる。また、
人件費や開発費、基幹業務システムの刷新費用などの販管費が増加する見込み。 
 
 マシナリー事業 
Q）2025年度は産業機器が大きく成長する見通しだが、市況回復の兆しが見えているのか。 
A）売上比率の高い中国での受注については、2024 年度第 4 四半期に着実な回復が見られた。
2025 年度 4 月も、その傾向が継続していたが、足元では、米国関税政策の影響を受け、中国・日本
で一部不安定さが見られており、状況を注視している。それ以外の地域では確実に回復しており、影響
も軽微だと捉えている。 
 

以上 


